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4. ロシア連邦の国家機構 

 
1. 連邦制 
 

1.1. ロシアは憲法上の連邦制国家 
ロシアの正式国名はロシア連邦Росси́йская Федера́цияであり、ロシア連邦憲法により、「共和制統治形

態をとる民主的な連邦制の法治国家」（第1条第1項）と規定されていることから、ロシアは連邦制国家で

あるとされている。 
 

1.2. 非対称な連邦構成主体 
ロシア連邦には、21共和国респу́блика、9辺区край（「地方」と訳す場合もある）、46州о́бласть、二つの

連邦的意義を有する市го́рода федера́льного значе́ния（モスクワ、サンクト・ペテルブルク）、1 自治州

автоно́мная о́бласть、4自治管区автоно́мный о́круг、合計83の同権の連邦構成主体субъе́кт федера́цииがあ

る。 
ロシア連邦憲法が、連邦の管轄事項、連邦と連邦構成主体の共同管轄事項を定めているほか、連邦中央

と多くの連邦構成主体との間で権限区分条約が締結され、それぞれの管轄事項を定めている。また連邦構

成主体は、ロシア連邦憲法と連邦法の枠内で、それぞれ独自に、憲法конститу́ция（共和国の場合）あるい

は憲章уста́в（共和国以外の連邦構成主体）と法律зако́нを定めており、連邦構成主体の首長глава́ 
администра́ции（共和国の場合はおおむね大統領президе́нт、それ以外の連邦構成主体の場合はおおむね知

事губерна́торもしくは行政長官глава́ администра́ции）の名称や地方議会の選挙制度には一定の多様性があ

る。そして、連邦構成主体の政府прави́тельствоや議会парла́ментは国家権力機関о́рган госуда́рственой вла́сти
とされており、地方自治体о́рган ме́стного самоуправле́ния1とは言わない。 

 
1.3. ロシアは真に連邦制国家か 

一般にロシアが連邦制を採用しているのは、ロシアが多民族・多文化であるからと説明されてきた。し

かし、「1. ロシア連邦の概要」で見たように、2002 年の国勢調査によると、ロシア人がロシア連邦の全人

口1億4560万人の79.8%を占めており、ロシア人に次いで人口の多いタタール人はわずか3.8%に過ぎず、

それに続くウクライナ人は2.0%、バシキール人は1.2%、チュヴァシ人は1.1%で、それ以下の諸民族は構

成比1.0%以下である。 
さらに、プーチン（Влади́мир Влади́мирович Пу́тин, 1952.10.7～）2大統領2期目の2004年12月11日に

制定された「『ロシア連邦構成主体の立法（代議制）国家権力機関および執行国家権力機関の組織の一般原

則についてのロシア連邦法』および『ロシア連邦国民の選挙権および国民投票に参加する権利の基本的保

障についてのロシア連邦法』の修正補足法」第 159 号により、連邦構成主体の首長公選制が廃止された3

ことで、連邦制が弱まり、いくぶん中央集権制が強化されていると言える。 
このように、ロシアは連邦制国家とはいえ、その連邦制は、いまだ制度的に定着したとは言えず、連邦

構成主体の数自体も、現行憲法の制定された1993年12月12日の時点での89から現在の83にまで減少し

ている。 
 

                                                                 
1 ロシア連邦では、市町村を「地方自治体」と呼ぶことから、ロシア連邦の統治機構は、�連邦中央、�連邦構成主体、�地方

自治体の三層構造をなしていると考えることができる。ただし、本文で述べたように、モスクワ市とサンクト・ペテルブル

ク市は、「連邦的意義を有する市」であり、「市」と呼ばれるが、地方自治体ではなく、連邦構成主体である。したがって、

モスクワ市には連邦構成主体首長としての市長がおり、その下にモスクワ市政府がある。また同様に、サンクト・ペテルブ

ルク市にも連邦構成主体首長としての知事（市長ではない）がおり、その下にサンクト・ペテルブルク市政府がある。なお、

モスクワ州およびレニングラード州は、それぞれモスクワ市およびサンクト・ペテルブルク市の外周部に位置するが、モス

クワ市およびサンクト・ペテルブルク市とは別の連邦構成主体である。 
2 カッコ内は、名、父称、姓とし、数字は生年月日を示す。 
3 現在、連邦構成主体の首長は、本文に示した2004年12月11日付連邦法第159号と、その後の2005年12月31日付連邦法

第202号にもとづき、連邦構成主体議会において最大議席を有する政党が3名以上の首長候補者を提案し、連邦大統領がそ

れを受けて首長候補者を指名し、連邦構成主体議会が承認するという手続きによって選出されている。 
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2. ロシアにおける選挙 
 

2.1. 現行憲法以前の選挙 
ソ連崩壊半年前の 1991 年 6 月 12 日にロシア史上初の国民の直接選挙により選出されたエリツィン（

Бори́с Никола́евич Е́льцин, 1931.2.1～2007.4.23）ロシア連邦大統領Президе́нт Росси́йскаой Федера́цииは、

ソ連崩壊後、市場経済へ向けての改革と新憲法の制定をめぐって、1990年3月に選出され憲法上解散のな

い旧議会（人民代議員大会Съезд наро́дных депута́товとそれの互選により選出される最高会議Верхо́вный 
Совет）と鋭く対立した。この対立は、1993年10月3日の旧議会過激派の武装蜂起と、それに対するエリ

ツィン政権による鎮圧という血の惨劇（死者200名以上）によって終止符が打たれた。この事件を「1993
年10月事件（政変）」と言う。 

 
2.2. 新憲法と新議会選挙 

「1993 年 10 月事件」の直後、かねてより憲法協議会により審議されてきた新憲法の最終草案が提示さ

れ、1993年12月12日、新憲法採択のための国民投票が、新しい連邦議会Федера́льное Собра́ние（連邦会

議Сове́т Федера́цииと国家会議Государстве́нная Ду́ма）選挙と同時に実施された。採択された新憲法は、

最新の人権規定を含み、三権分立を基礎とする国家機構を定めたロシア史上初めての近代的憲法であった。

ここにおいて1918年の憲法制定議会閉鎖によって潰えた1906年の国家基本法制定・帝国議会発足以来の

ロシアの立憲主義の流れが、75年の歳月を経て復活した。 
その後、連邦議会選挙は連邦会議（上院）の直接選挙制度が廃止されたために国家会議（下院）選挙の

みとなり、1995年12月17日（第2回）、1999年12月19日（第3回）、2003年12月7日（第4回）、2007
年12月2日（第5回）と順調に行われてきた。 
国家会議（下院）選挙は、1993 年 12 月 17 日の第 1 回選挙から 2003 年 12 月 7 日の第 4 回選挙までは、

450 議席のうち、半数の 225 議席を、1 つの選挙区から 1 議員を選出する小選挙区制選挙によって、残り

の225議席を、政党名を選ぶ比例代表制選挙によって、それぞれ選出する方法（小選挙区比例代表並立制

）であったが、選挙法の改正により、2007 年 12 月 2 日の第 5 回選挙からは、比例代表制選挙に一本化さ

れた4。 
選挙の結果、第1期国家会議は、民族派、右派（ロシアではリベラルを指す）、中道、左派の4派拮抗、

第2期国家会議は相対的左派優位、第3期国家会議は与党中道派連合優位、第4期国家会議は大同団結な

った与党中道派の「統一ロシア」が全議席の 3 分の 2 を越す 306 議席を占めた。他方、右派はほぼ壊滅、

共産党は第二党を維持したが議席を従来の3分の2に減らした。初めて完全比例代表制選挙で選ばれた第

5期国家会議でも「統一ロシア」が315議席を獲得した（図1）。 
 
図1 国家会議下院の会派別議席数 
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注：ピンク色が左派、青色が中道、黄色が右派、緑色が民族派を示す。共はロシア連邦共産党、農はロシア農

業党・農業議員・農工議員、祖は「祖国」、公は「公正ロシア」、自派ロシア自由民主党を示す。その他の少

数会派は会派名を省略した。左端の数字は無所属。黒色部分は欠員。 

                                                                 
4 また、2007 年 12 月 2 日の選挙から、比例代表選挙によって議席を獲得するための最低得票率が、5%から 7%に引き上げら

れた。 
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2.3. 大統領選挙 
大統領選挙は、旧ソ連時代の1991年6月12日に第1回目の選挙が実施されてエリツィンが選出された

が5、旧憲法6によって定められていた大統領の任期が 5 年だったため、第 2 回目の選挙は 1996 年 6 月 16
日に実施された。この大統領選挙が、現行憲法のもとでの最初の大統領選挙である。この選挙では、現職

のエリツィン大統領が野党候補のジュガーノフ（Генна́дий Андре́евич Зюга́нов, 1944.6.26～）ロシア連邦共

産党議長と接戦を演じ、7月3日の再投票（決選投票）までもつれ込むという僅差の勝利であった7。 
エリツィン大統領が半年の任期を残して 1999 年 12 月 31 日に早期辞任したあとをうけておこなわれた

2000年3月の大統領選挙では、憲法の規定に従って、ロシア連邦大統領代行に就任していたプーチン政府

議長がジュガーノフ共産党議長を大差で破り初当選した。 
2004 年 3 月 14 日の選挙では有力な対抗馬もなくプーチン大統領が圧勝のうちに再選された。プーチン

政権は、少数与党であったエリツィン政権とは異なり、1999 年 12 月の国家会議（下院）選で与党連合が

勝利して以来、与党優位体制となり、安定した政局運営をすすめてきた。 
2008 年 3 月 2 日の大統領選挙では、与党「統一ロシア」指名候補のメドヴェージェフ（Дми́трий 

Анато́льевич Медве́дев, 1965.9.14～）政府第1副議長8が圧勝した（表１）。 
ロシア連邦大統領選挙は、以上のように過去5回実施されたが、歴史が浅く、その選挙はまだ発展途上

にあると言える。ソ連時代に行われた1991年6月の選挙は複数政党制の存在しない中で行われ、エリツィ

ンはソ連共産党を離党した無党派候補として、ソ連共産党の組織的支援を受けた対立候補を破っての勝利

であった。1996年6月の選挙でも、強力な与党が存在しない中、エリツィンは無党派候補として選挙戦を

戦っている。他方、他の候補者の多くは政党または政党ブロックの指名候補であった。2000年3月の大統

領選挙でも、エリツィン大統領によって後継指名されたプーチン政府議長は、依然として無党派候補であ

り、そのことは 2004 年 3 月の選挙でも変わらなかった。しかし、2008 年 3 月の大統領選挙では、事実上

の後継指名を受けて立候補したメドヴェージェフ政府第1副議長は、無党派ではあったものの、与党「統

一ロシア」の指名候補として選挙戦を戦った。今後は、ロシアでも、ほとんどの候補者が政党の指名候補

として立候補するという方式が定着することになるかも知れない。 
 
表1 歴代のロシア連邦大統領 

任期 大統領名 投票日 投票率（%） 得票率（%） 

1991.7.10～1999.12.31 エリツィン 
1991.6.12 74.66 57.30 
1996.6.16 69.67 35.28 

1996.7.3（再投票） 68.79 53.83 
1999.12.31～2000.5.7（代行） プーチン政府議長    

2000.5.7～2008.5.7 プーチン 
2000.3.26 68.74 52.94 
2004.3.14 64.39 71.31 

2008.5.7～ メドヴェージェフ 2008.3.2 69.81 70.28 

 
3. ロシア連邦大統領の職務 
 

国民の直接選挙によって選出されるロシア連邦大統領と、連邦議会Федера́льное Собра́ние国家会議（下院

                                                                 
5 旧憲法下、正確には、ロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和国憲法下で実施された最初のロシアの大統領選挙は、大統領候

補と副大統領候補とのいわばダブルスで戦われ、エリツィン大統領候補・ルツコイ（Алекса́ндр Влади́мирович Руцко́й, 
1947.9.16～）副大統領候補組が当選した。なお、ルツコイ副大統領は、その後、1993年の始め頃から、エリツィン大統領と

対立し始め、同年10月3日に勃発した武装蜂起に加わって逮捕され、副大統領を解任された。その後、1993年12月12日
に制定された現行憲法では、副大統領職は置かれていない。 

6 ソヴィエト社会主義共和国連邦Сою́з Сове́тских Социалисти́ческих Респу́блик (СССР)の15の連邦構成共和国の一つであった

ロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和国Росси́йская Сове́тская Федерати́вная Социалисти́ческая Респу́блика (РСФСР)におい

て制定されていた憲法のこと。 
7 1996年6月16日に実施された投票では、ジュガーノフの得票率は僅差の32.03%であった。最多得票者の得票率が50%に満

たない場合は、上位2名による再投票となるという「ロシア連邦大統領選挙法」の規定により、1996年7月3日に再投票が

おこなわれた。再投票では、ジュガーノフの得票率は40.30%であった。 
8 第1副首相ではなく、政府第1副議長というのが正式の役職名である。 
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）Государстве́нная Ду́маの同意を得てロシア連邦大統領により任命されるロシア連邦政府議長Председа́тель 
Прави́тельства Росси́йской Федера́ции9（首相）が率いるロシア連邦政府が、連邦中央の執行権力である。 
ロシア連邦大統領の職務は、ロシア連邦憲法により、次のように規定されている。 

 大統領は、ロシア連邦の国家元首である（第80条第1項）。 
 大統領は、ロシア連邦憲法ならびに人および国民の権利および自由の保証人である。大統領は、ロシ

ア連邦の主権、その独立および国家的一体性に関する措置をとり、国家権力諸機関の調和的活動と相

互協力を保障する（第80条第2項）。 
 大統領は、国内政策および対外政策の基本方針を定める（第80条第3項）。 
 大統領は、軍の最高総司令官である（第87条第1項）。 
 大統領は、10年以上国内に居住する35歳以上のロシア連邦国民の中から国民の直接選挙によって選出

され、任期は6年で、連続して2期まで務めることができる（第81条第1項、第2項、第3項）10 
ロシア連邦では大統領を補佐する機関としてロシア連邦大統領府Администра́ция Президе́нта Росси́йской 

Федера́цииが設置されている。大統領府の構成員や機構は、憲法・法律の定めによらず、また議会の承認を

得ることなく、大統領令Ука́з Президе́нтаによって随時の改廃・任免が可能である。そのため、政府および省

庁との間での職務の重複や、大統領府構成員の肥大化が問題となったこともある。2011 年 5 月 10 日の時点

で、大統領府には、大統領府長官Руководи́тель Администра́ции 1名、大統領府第1副長官Пе́рвый замести́тель 
Руководи́теля Администра́ции 1名、大統領府副長官Замести́тель Руководи́теля Администра́ции 2名、大統領

補佐官Помо́щник Президе́нта 7名、大統領報道官Пресс-секрета́рь Президе́нта 1名、大統領儀典長Руководи́тель 
протоко́ла Президе́нта 1名、大統領顧問Сове́тник Президе́нта 8名、国家権力機関大統領全権代表Полномо́чный 
представи́тель Президе́нта в о́рганах госуда́рственной вла́сти 3 名11、大統領付属子どもの権利全権代表

Уполномо́ченный при Президе́нте по пра́вам ребёнка 1 名、連邦管区大統領全権代表Полномо́чный 
представи́тель Президе́нта в федера́льных округа́х 8名12のほか、内部部局として15局が置かれており13、多く

の職員が勤務している。また大統領府とは別に、国家評議会Госуда́рственный сове́т14、安全保障会議Сове́т 
Безопа́сности15のほか、一連の大統領付属評議会および大統領付属委員会など、大統領直属の機関が設置され

ている。 
 
 

                                                                 
9 ロシア政府の首班は、正式には、首相ではなく、政府議長である。 
10 ロシア連邦大統領の任期は、エリツィン大統領の 1 期目のみ 5 年であったが、1993 年 12 月 12 日に制定されたロシア連邦

憲法により4年と定められた。その後、2008年12月30日付憲法的連邦法第6号により6年に延長された。この任期延長は、

2012 年 3 月に実施される選挙で選出される大統領から適用されることになっている。もちろん、2012 年 3 月の大統領選挙

で、現職のメドヴェージェフ大統領が再選されるか、それとも別の人物が選出されるかは、まだわからない。また、プーチ

ン政府議長が将来再び大統領選に出馬することも憲法上は可能とされている。 
11 連邦会議（上院）、国家会議（下院）、憲法裁判所における大統領全権代表。 
12 北西、中央、南方、北カフカース、沿ヴォルガ、ウラル、シベリア、極東の8連邦管区における大統領全権代表。プーチン

大統領は、就任直後の2000年5月13日に北カフカースを除く7連邦管区を設置し、各連邦管区大統領全権代表を任命した。

連邦管区大統領全権代表は管轄下の連邦構成主体における連邦大統領・政府命令の執行を監督するとされており、プーチン

大統領は、連邦構成主体に対する規制の強化を通じて、中央集権制の強化を目指したものと考えられる。なお、2010 年 1
月19日、南方連邦管区の一部を分離し、北カフカース連邦管区としたことで、現在の8連邦管区となった。 

13 �大統領国家・法局Госуда́рственно-правово́е управле́ние Президе́нта、�大統領監督局Контро́льное управле́ние Президе́нта、
�大統領文書起案局Референту́ра Президе́нта、�大統領外交政策局Управле́ние Президе́нта по вне́шней поли́тике、�大統領国

内政策局Управле́ние Президе́нта по вну́тренней поли́тике、�大統領国務・人事問題局Управле́ние Президе́нта по вопро́сам 
госуда́рственной слу́жбы и ка́дров、�大統領国家賞勲局Управле́ние Президе́нта по госуда́рственным награ́дам、�大統領国民

の憲法的権利保障局Управле́ние Президе́нта по обеспе́чению конститу́ционных прав гра́ждан、�大統領情報・文書保障

局Управле́ние информацио́нного и документацио́нного обеспе́чения Президе́нта、�大統領国民・団体請願対策局Управле́ние 
Президе́нта по рабо́те с обраще́ниями гра́ждан и организа́ций、�大統領報道・情報局Управле́ние пресс-слу́жбы и информа́ции 
Президе́нта、�大統領儀典局Управле́ние протоко́ла Президе́нта、�大統領専門官局Экспе́ртное управле́ние Президе́нта、�大

統領地域交流・対外文化交流局Управле́ние Президе́нта по межрегиона́льным и культу́рным свя́зям с зарубе́жными стра́нами、
�大統領国家評議会活動保障局Управле́ние Президе́нта по обеспе́чению де́ятельности Госуда́рственного сове́та Росси́йской 
Федера́ции 

14 各連邦構成主体の首長をメンバーとする。 
15 政府議長、上下両院議長、外務大臣、国防大臣、内務大臣、連邦保安庁長官、対外諜報庁長官、政府官房長官、大統領府長

官、安全保障会議事務局長を常任メンバーとする。 
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4. ロシア連邦政府 
 

4.1. 政府議長の選出および大臣の任命 
ロシア連邦憲法によれば、大統領は、政府を組織するにあたり、まず政府議長候補者を連邦議会国家会

議（下院）に提案し、その同意を得なければならない（第 83 条第 1 項および第 111 条第 1 項）。政府の編

成、ならびに政府副議長および大臣の任免は、大統領が政府議長（首相）の提案に従って行うとされてい

る（第83条第5項、ならびに第112条第1項および第2項）。ロシアの歴代の政府議長は表2のとおりで

ある。 
 
表2 歴代のロシア政府議長 

任期 政府議長名、または政府議長代行名およびその役職名 
1991.7.13～1991.9.26 シラーエフ（Ива́н Степа́нович Сила́ев, 1930.10.21～） 
1991.9.26～1992.6.15（代行） エリツィン大統領 
1992.6.15～1992.12.15（代行） ガイダール（Его́р Тиму́рович Гайда́р, 1956.3.19～2009.12.16）政府第1副議長 
1992.12.15～1996.8.9 チェルノムィルジン（Ви́ктор Степа́нович Черномы́рдин, 1938.4.9～2010.11.3） 
1996.8.9～1996.8.10（代行） チェルノムィルジン前政府議長 
1996.8.10～1998.3.23 チェルノムィルジン 
1998.3.23～1998.4.24（代行） キリエーンコ（Серге́й Владиле́нович Кирие́нко, 1962.7.26～）政府第1副議長 
1998.4.24～1998.8.23 キリエーンコ 
1998.8.23～1998.9.11（代行） チェルノムィルジン元政府議長 
1998.9.11～1999.5.12 プリマコーフ 
1999.5.12～1999.5.19（代行） ステパーシン（Серге́й Вади́мович Степа́шин, 1952.3.2～）政府第1副議長兼内務大臣 
1999.5.19～1999.8.9 ステパーシン 
1999.8.9～1999.8.16（代行） プーチン政府第1副議長 
1999.8.16～2000.5.7 プーチン（ただし1999.12.31～2000.5.7は大統領代行を兼務） 
2000.5.7～2000.5.27（代行） カシヤーノフ（Михаи́л Миха́йлович Касья́нов, 1957.12.8～）政府第1副議長兼財務大臣 
2000.5.27～2004.2.24 カシヤーノフ 
2004.2.24～2004.3.5（代行） フリスチェーンコ（Ви́ктор Бори́сович Христе́нко, 1957.8.28～）政府副議長 
2004.3.5～2004.5.7 フラトコーフ（Михаи́л Ефи́мович Фрадко́в, 1950.9.1～） 
2004.5.7～2004.5.12（代行） フラトコーフ前政府議長 
2004.5.12～2007.9.12 フラトコーフ 
2004.9.12～2007.9.14（代行） フラトコーフ前政府議長 
2007.9.14～2008.5.7 ズプコーフ（Ви́ктор Алексе́евич Зубко́в, 1941.9.15～） 
2008.5.7～2008.5.8（代行） ズプコーフ前政府議長（メドヴェージェフ大統領選出のため） 
2008.5.8～ プーチン 

 
4.2. 政府の構成 

政府および連邦執行権力の構成は大統領令によって定められているためしばしば変更されるが、2009年
9月1日現在では、ロシア連邦政府は、政府議長（首相）Председа́тель Прави́тельства Росси́йской Федера́ции 
1名、政府第1副議長（第1副首相）Пе́рвый замести́тель Председа́теля Прави́тельства Росси́йской Федера́ции 
2名、政府副議長（副首相）Замести́тель Председа́теля Прави́тельства Росси́йской Федера́ции 7名（うち3
名は、それぞれ、財務大臣、政府官房長官、北カフカース連邦管区大統領全権代表を兼務している）、大臣

Мини́стр 17 名によって構成されている。また、連邦執行権力機関には、大統領管轄下の 5 省、5 連邦庁、

2連邦局、政府議長管轄下の13省、6連邦庁、4連邦局がある（表3）。 
ところで、ロシアではロシア連邦大統領とロシア連邦政府が執行権力を握っており、首相のいない米国

の大統領制とも、あるいは大統領は象徴的存在で実質的な執行権力は首相が握っているドイツとも異なり、

強力な権限を持つ大統領が政府議長（首相）を従えるというフランスに似た政体をとっている。そして、

ロシア連邦憲法およびロシア連邦政府法の規定によれば、表3の連邦執行権力機関の一覧にあるように、
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大統領が、主として外交および安全保障を、政府議長が国内政治とくに経済政策を、それぞれ分担するも

のと考えられてきた。確かに、エリツィン大統領およびプーチン大統領の統治下においては、野党の推薦

によって政府議長となったプリマコーフ（Евге́ний Макси́мович Примако́в, 1929.10.29～）政府議長を除く

歴代の政府議長は、実質的に、大統領に従属してきた。 
 
表3 連邦執行権力機関（2011年5月10日現在） 

大統領管轄下の連邦執行権力機関 
連邦省 内務省Министе́рство вну́тренних дел (МВД) 

民間防衛問題・緊急事態・災害復興省Министе́рство по де́лам гражда́нской оборо́ны, чрезвы́чайным ситуа́циям и 
ликвида́ции после́дствий стихи́йных бе́дствий (МЧС) 

外務省Министе́рство иностра́нных дел (МИД) 
国防省Министе́рство оборо́ны Росси́йской Феде́рации (Миноборо́ны) 
法務省Министе́рство юсти́ции (Миню́ст) 

連邦庁 国家伝書史庁Госуда́рственная фѐльдъе́герская слу́жба (ГФС) 
対外諜報庁Слу́жба вне́шней разве́дки (СВР) 
連邦保安庁Федера́льная слу́жба безопа́сности (ФСБ ) 
連邦麻薬取引監督庁Федера́льная слу́жба  по контро́лю за оборо́том нарко́тиков (ФСКН) 
連邦警備庁Федера́льная слу́жба охра́ны (ФСО) 

連邦局 大統領特別プログラム総局Гла́вное управле́ние специа́льных програ́мм Президе́нта (ГУСП) 
大統領総務局Управле́ние дела́ми Президе́нта 

政府議長管轄下の連邦執行権力機関 
連邦省 保健・社会発展省Министе́рство здравоохране́ния и социа́льного разви́тия (Минздравсоцразви́тия) 

文化省Министе́рство культу́ры (Минкульту́ры) 
教育・科学省Министе́рство образова́ния и нау́ки (Минобрнау́ки) 
天然資源・環境省Министе́рство приро́дных ресу́рсов и эколо́гии (Минприро́ды) 
産業・通商省Министе́рство промы́шленности и торго́вли (Минпромто́рг) 
通信・マスコミ省Министе́рство свя́зи и массо́вых коммуника́ций (Минкомсвя́зь) 
地域発展省Министе́рство региона́льного разви́тия (Минрегио́н) 
農業省Министе́рство се́льского хозя́йства (Минсельхо́з) 
スポーツ・観光・青少年政策省Министе́рство спо́рта, тури́зма и молодёжной поли́тики (Минспорттури́зм) 
運輸省Министе́рство транспо́рта (Минтра́нс) 
財務省Министе́рство фина́нсов (Минфи́н) 
経済発展省Министе́рство экономи́ческого разви́тия (Минэкономразви́тия) 
エネルギー省Министе́рство энерге́тики (Минэне́рго) 

連邦庁 連邦反独占庁Федера́льная антимонопо́льная слу́жба (ФАС) 
連邦税務庁Федера́льная тамо́женная слу́жба (ФТС) 
連邦公共料金庁Федера́льная слу́жба по тари́фам (ФСТ) 
連邦金融監督庁Федера́льная слу́жба по финансо́вому монитори́нгу (Росфинмонитори́нг) 
連邦金融市場庁Федера́льная слу́жба по финансо́вым ры́нкам (ФСФР) 
連 邦 ア ル コ ー ル 市 場 規 制 庁 Федера́льная слу́жба по регулирова́нию алкого́льного ры́нка 

(Росалкогольрегулирова́ние) 
連邦局 連邦宇宙局Федера́льное косми́ческое аге́нтство (Роскосмо́с) 

連邦国境整備局Федера́льное аге́нтство по обустро́йству госуда́рственной грани́цы (Росграни́ца) 
連邦漁業局Федера́льное аге́нтство по рыболо́вству (Росрыболо́вство) 
連邦環境・技術・原子力監督局Федера́льная слу́жба по экологи́ческому, технологи́ческому и а́томному надзо́ру 

(Ростехнадзо́р) 
連邦林業局Федера́льное аге́нтство ле́сного хозя́йства (Рослесхо́з) 

しかし、現在のメドヴェージェフ大統領とプーチン政府議長のいわゆるタンデム体制の下では、メドヴ

ェージェフ大統領とプーチン政府議長との関係は、これまでの大統領と政府議長との関係とは異なり、少
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なくとも2009年9月の時点までは、明らかにプーチン政府議長が政治的に優越的な地位を占めているよう

に思われる。また大統領と政府議長との実際の職務分担も曖昧化しており、両者の政治的経験その他の条

件により、これまで内政とくに経済政策を担当してきたメドヴェージェフ大統領が国内政策とりわけ経済

政策を、またプーチン政府議長が外交および安全保障分野を担当しているように見える。 
 
5. ロシア連邦議会 
 

5.1. 二元代表制国家 
ロシア連邦は、国民の直接選挙によって選出される連邦大統領と連邦議会を持つ二元代表制国家である

16。一般に二元代表制では立法権と執行権の対立をまねきやすいが、ロシアも、国家会議において野党が

相対多数を占めていたエリツィン期においては、しばしば立法権（とくに国家会議）と執行権（大統領・

政府）とが対立した。その対立を緩和させ相互の協力へと導く抑制と均衡の制度的メカニズムはどのよう

なものなのか、そしてそのメカニズムが実際の場面でどのように働いているのかを見ることが、とくにエ

リツィン期のロシア政治を見る場合の重要なポイントであった。 
 

5.2. 二院制 
ロシア連邦議会は連邦会議（上院）と国家会議（下院）の二院制である。連邦会議メンバー17は166名18、

国家会議議員は450名である。連邦会議は選挙によらず83の連邦構成主体の執行権力機関（行政府）と立

法権力機関（議会）から各1名ずつ、したがって各連邦構成主体の2名ずつの代表によって構成され、そ

の任期は各連邦構成主体の規定による19。国家会議議員は、全国を一つの選挙区とし、各政党の提出する

候補者名簿に従って、国民は政党を選ぶという、全国一区拘束名簿式比例代表制によって選出され、その

任期は5年である20。 
連邦議会では、法案はまず国家会議で審議され、多数決（226名以上）により採択される。国家会議が採

択した法案は5日以内に連邦会議で審議される。連邦会議の過半数（現在は84名以上）の賛成がある場合、

または14日以内に連邦会議が審議しない場合、法案は承認されたものと見なされる。連邦会議が法案を否

決した場合、国家会議で再審議されるが、国家会議は3分の2（301名）以上の多数決により連邦会議の否

決を覆すことができる。国家会議で採択され連邦会議で承認された連邦法は、5日以内にロシア連邦大統

                                                                 
16 日本は、国民を直接に代表する国家権力機関が国会だけであるので、一元代表制国家である。なお、日本の都道府県市町村

レベルは、住民を直接代表する機関が首長と議会と二つあるので、二元代表制である。 
17 ロシア連邦の憲法および法律では、連邦会議の構成員については、「メンバー」という用語が常に用いられており、他方で、

国家会議の構成員については、「議員」という用語が常に用いられている。このことから、連邦会議の構成員と国家会議の

構成員とのあいだには、明確な概念上の区別があると考えられる。 
18 各連邦構成主体から 2 名ずつの連邦会議メンバーが選出されているので、連邦会議メンバーの数は、「連邦構成主体の数×2
」であり、現在は166名ということになる。 

19 これまで、連邦会議編成手続きは、いくたびかの変更がおこなわれてきた。連邦会議は、最初、エリツィン大統領第1期目

の1993年12月12日に、1993年11月11日付「ロシア連邦･連邦議会連邦会議選挙についての大統領令」第1626号によっ

て承認された「1993 年ロシア連邦･連邦議会連邦会議選挙規程」に従って、国家会議とともに国民の直接選挙により選出さ

れた。このとき、連邦会議メンバーは、当時 89 あった連邦構成主体を定数 2 とする選挙区として、連記制選挙（当該選挙

区の定数、すなわち議席の数だけ、当選させたいと思う候補者を選ぶことができる投票方法によっておこなう選挙）によっ

て選ばれた。しかしその後、1995年12月5日付「ロシア連邦･連邦議会連邦会議編成手続きについての連邦法」第192号に

よって、各連邦構成主体の議会議長と首長が連邦会議メンバーとなることが決まった。これにより、連邦会議選挙はおこな

われなくなった。さらにその後、プーチン大統領第1期目の2000年8月5日付「ロシア連邦･連邦議会連邦会議編成手続き

についての連邦法」第113号によって、各連邦構成主体の議会と行政機関の代表が、連邦会議メンバーとなることが決まっ

た。さらに、2009年2月14日付「ロシア連邦･連邦議会連邦会議編成手続きの修正に伴うロシア連邦の各法令の修正につい

ての連邦法」第21号により、2011年1月1日より、連邦会議メンバーは当該連邦構成主体議会議員もしくは当該連邦構成

主体内の市町村議会議員でなければならないことになった。 
20 国家会議の選挙は、当初は、450名の議員の半数の225名を小選挙区から、残りの半数の225名を比例代表制により選出す

るしくみであったが、2007年12月2日に実施された国家会議選挙からは比例代表制に一本化された。また、議席を獲得で

きる最低得票率（阻止条項）は当初は5%であったが、同じく2007年12月2日に実施された国家会議選挙から7%となった。

なお、「拘束名簿式」というのは、投票日以降、候補者名簿の候補者の順位を変更できないこととする方式のことである。

また、国家会議議員の任期は、第 1 期（1993 年 12 月～1995 年 12 月）のみ移行期として 2 年とされ、その後は、ロシア連

邦憲法の規定により4年とされたが、2008年12月30日付憲法的連邦法第6号により、大統領の任期の4年から6年への延

長とともに、5年に延長された。この任期は、次の国家会議選挙で選出される議員から適用される。 
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領に送付され、大統領は14日以内にこれに署名し公布するか、署名を拒否することができる。大統領が拒

否した連邦法が国家会議の3分の2以上の多数で採択され、連邦会議の3分の2（111名）以上の多数によ

り承認された場合、大統領の拒否が覆される。 
 

5.3. 下院の解散 
立法権と執行権の対立と妥協あるいは抑制と均衡はその両機関それ自体の更新を制度的に保障するメカ

ニズムによっても実現されている。立法機関の更新とは議会の解散と選挙の実施を意味するが、連邦会議

はそもそも選挙によらない機関であるので、解散があるのはもっぱら国家会議である。 
国家会議の解散は2つの場合がある。1つは、大統領の提案した政府議長（首相）候補者を国家会議が3

回拒否した場合、大統領が政府議長（首相）を任命し国家会議を解散するというものである（憲法第 111
条による）。 
もう 1 つは、国家会議による政府不信任が多数決（226 名以上）により採択された場合、大統領は政府

総辞職を公示するか、または国家会議の決定に同意しないことができるが、国家会議が3ヵ月以内に再度

政府不信任を決定した場合、大統領は、政府総辞職を公示するか、または国家会議を解散しなければなら

ないというものである（憲法第117条による）。 
 
5.4. 政府不信任 

1994 年 1 月から 2009 年 9 月 1 日までのあいだに国家会議では政府不信任案は 4 回提出されているが、

採択されたのは1995年6月の1回だけである。当時のエリツィン大統領は、国家会議において批判されて

いた大臣を更迭することによって、3 ヵ月以内にふたたび政府不信任案が採択されるのを回避した。この

ことは、政府不信任の採択が政府の政策の変更や閣僚の更迭を行わせるのに有効な方法であることを示し

ている。しかし、エリツィン大統領は、政府不信任案が上程された場合、その採否にかかわらず、政局の

主導権が国家会議側に移ってしまうことを避けるため、その後は、政府不信任案の上程それ自体を回避し、

むしろ自ら政府総辞職を断行することで、政府批判をかわし、政局の主導権を大統領側がつねに維持する

戦術を採用した。そのため、1995年夏以降、国家会議において政府不信任案が採決にかけられることはな

くなったが、1998年以降はしばしば政府議長が解任された。 
 

ロシア連邦の国家機構 
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      最高裁        憲法裁        大統領 
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                 高等仲裁裁判所長官                    弾劾 
                                                        解散                承認 
             仲裁        検事総長          指名 
  裁判所   裁判所                                政府議長 
                     
                                        任命       大臣 
                    検察庁                         省庁 
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